
1973 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

「ヤマダ電化サービス」という1つの店舗から始まったヤマダホールディングス。デンキセグメントを主軸に
環境、金融、住建の各セグメント、さらに、その他セグメントを加えた合計5つの分野に事業領域を広げてきました。
今後は「くらしまるごと」の実現に向け、各セグメントのシナジーを高め、さらなる成長を目指していきます。成長の軌跡

売上高 推移（百万円）
売場面積 推移（㎡）

売上高

1兆6,918億円

国内外直営店舗数

957店

デジタルアプリ会員数

3,125万人

LIFE SELECT店舗数

41店

1973 2000 2010 2020

個人経営の
“町の電気屋”から
業界最大手に

町の電気屋から
ナショナルチェーンへ

売上高日本一の
家電量販店として邁進

家電オンリーから
新領域への挑戦

「くらしまるごと」戦略の推進

1997年
シー・アイ・シーを設立

2001年
シー・アイ・シーとともにテレビ・冷蔵庫・
洗濯機の家電リユース事業をスタート
2007年
インバースネットとともにPCリユース・
リサイクル事業をスタート

2018年
東金属とともに
小型家電リサイクル
事業をスタート

2012年
東金属を子会社化

2020年
ヤマダ環境資源開発
ホールディングスを設立
環境関連分野の強化と、製品・
設備のリユース・リサイクル
事業などを拡充すべく設立

2025年
ヤマダ西日本リユースセンター
山口工場を新設

2006年
ヤマダフィナンシャルを設立
ヤマダLABIカード事業を開始

2018年
ヤマダホームズを
設立

2011年
エス・バイ・エルを買収

売上高（百万円）

売場面積（㎡）

2,500,000

2,000,000

1,500,000
3,000,000

1,000,000
2,000,000

500,000 1,000,000

0 0

（年）

2016年
ヤマダファイナンス
サービスを設立

2018年
ヤマダ少額短期保険を
設立

2021年
ヤマダNEOBANK事業開始
住宅ローンに本格参入

2023年
ハウス・デポ・パートナーズを
子会社化

2025年
ヤマダ金融
ホールディングスを設立

2022年
ヤマダ東日本
リユースセンター
群馬工場を増設
使用済み家電のリユース製品の
増産体制構築を図り、
群馬県藤岡市のヤマダ東日本
リユースセンター群馬工場を増設

住建
セグメント

その他
セグメント

金融
セグメント

環境
セグメント

ヤマダホールディングスは体験・体感型大型
店舗「LIFE SELECT」を拠点に「ヤマダ経済
圏」を拡大します。セグメント同士のシナジー
を高め、より盤石な経営基盤を築きます（写
真は「Tecc LIFE SELECT 湘南平塚店」）。

2026年3月期

2,922千㎡
売場面積（国内家電直営店舗）

2020年
ヒノキヤグループを子会社化
2021年
ヤマダ住建
ホールディングスを設立
2010年代初頭から推進してきた住宅分野強化の一環として設立

2025年
東和総合住宅を子会社化
2026年2026年
トクラスを子会社化

1973年 創業
「家電コンサルタント」に
込めた創業の思い

1978年
5店舗、年商6億円
1983年
ヤマダ電機を設立
1989年
株式店頭公開
1997年3月期
売上高1,000億円

1973年創業時の看板に「家電コンサルタント」という
表記があります。家電を販売するだけではなく、
お客様の「くらしまるごと」をお手伝いしたい
という思いは、創業から今日まで続いています。

2000年
東証一部上場

2004年
社員のための研修センター

「礎生塾」を開設

2010年3月期
売上高2兆円を達成
2010年
ヤマダケイタイアプリを
リリース
2012年
ベスト電器を子会社化

2013年
公式通販サイト

「ヤマダウェブコム」を
オープン
2018年

「くらしまるごと」戦略を
スタート
2019年
大塚家具を子会社化

2020年
ホールディングス体制へ
2021年
LIFE SELECT１号店「熊本春日店」オープン
2021年
ヤマダデンキに
家電販売事業を統合
ベスト電器をはじめとする
家電販売7社を吸収合併

2023年
創業50周年

2025年
「中期経営計画 
2026/3～2030/3」スタート
2026年
SPA商品を

「YAMADA Products」
として販売開始

2005年3月期
売上高1兆円を達成
2007年
CSR担当室設置

2001年
ヤマダポイントカードを発行

デンキ
セグメント
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〈2026年3月期〉

株主価値最大化を図るコーポレート・ガバナンス

経営理念 「創造と挑戦」「感謝と信頼」

行動規範／サステナビリティ基本方針

・AIの進化と台頭
・地政学リスクの顕在化
・少子高齢化と介護ニーズの高まり
・労働力不足
・生活様式の変化に伴うニーズの多様化

・ネット購入の拡大
・環境に配慮した快適な暮らしづくり
・情報セキュリティリスクの高まり
・気候変動への対応

・気候変動への対応
・環境配慮型製品の販売促進
・資源循環と廃棄物削減

・人材育成の強化
・人手不足対応と人材確保と
 顧客満足の維持（DX 対応等）
・DE&I とウェルビーイングの推進

外部環境、
社会の変化

ヤマダホールディングスは「くらしまるごと」戦略とグループシナジーで企業価値向上を図ります。

多様な資本の活用と独自経済圏で世代を超えて選ばれる生活インフラを構築し、人々の暮らしを支えていきます。

「中期経営計画
2026/3～2030/3」

LIFE SELECTの利益、
稼ぐ力のさらなる向上・強化
〈2030年3月期目標〉

売上高2兆2,000億円
経常利益1,000億円
経常利益率4.5％
ROE 8.5％
〈2028年3月期目標〉

PBR 1.0倍超

〈2031年3月期目標〉

スコープ1,2　2021年3月期比42％削減
電力使用量全体に占める再生可能
エネルギー比率 38％
省エネラベリング制度における省エネ
基準達成率100% 以上の家電製品
（テレビ、冷蔵庫、エアコン）
販売台数構成比 60％
ZEH供給率 80％
1人当たり平均研修時間 30時間以上/年

正社員離職率 4.5%

有給休暇取得率  80％
女性管理職比率 10％以上
エンゲージメントサーベイ 総合評価 「A」
休業災害度数率 0.50以下

〈2030年3月期目標〉

データ活用×CX
（企業変革）

資産ポートフォリオの
再編

社会インフラとしての価値を向上させ、

世代をまたぐファン・顧客を獲得

価値創造プロセス

「くらしまるごと」戦略

LIFE SELECTと住を中核として
グループシナジーを最大化

サステナビリティ

R
O
E
向
上

非
財
務
イ
ン
パ
ク
ト

P
E
R
向
上

ヤマダ経済圏

「
く
ら
し
ま
る
ご
と
」を
支
え
る
。

MISSIONOUTCOME

ACTION

BUSINESS MODEL

さらなる
広域商圏からの
集客力

セールスエンジニア、
社員の接客力と
生産性の向上

在庫・物流・人員
リソース効率化と
資産効率の向上

デジタルアプリ
会員への誘導

パワフル
パートナーとの
大型店舗の出店

大型店舗の
出店による圧倒的な
顧客基盤の構築

顧客生涯価値
（LTV）の上昇

海外店舗 90店
海外売上高1,000億円

第2の成長市場
海外・アジア事業展開

気候変動への対応と循環型社会の実践、
多様な人材の活躍と
ウェルビーイングの実現

財務資本
売上高  1兆 6,918億円
経常利益  200億円
経常利益率  1.2%
純資産  6,425億円
自己資本比率  48.6%
ROE  2.3%
PBR 0.54倍

製造資本
LIFE SELECT店舗数  41店
家電直営店舗数  957店
　うち、海外店舗数  29店
SPA 商品委託製造会社  51社
住宅工場  7カ所
国内住宅展示場数  347カ所
リユース・リサイクル工場  11カ所

社会関係資本
デジタルアプリ会員数
 3,125万人
大型商業施設パートナー 3社
連結子会社の数  38社
主要な非連結子会社  10社

人的資本
女性取締役比率  25％
※2026年 6月26日時点

女性管理職比率  4.5％
セールスエンジニア  526名
宅地建物取引士  643名
家電製品アドバイザー  9,422名
スマートマスター  1,338名

知的資本
独自の有資格試験制度
デジタルアプリ・
会員データベース基盤

自然資本
スコープ1,2  217千 t-CO2

スコープ3  20.1百万 t-CO2

住建

金融

環境

その他

デンキ

INPUT OUTPUT

玩具 金融・保険

住宅・不動産 リフォーム

修理・サポート リユース家電

リサイクル・資源の再利用

家電 家具・インテリア

地域と世代を超えて
家族に寄り添う
　　　　　　

の魅力

財
務
イ
ン
パ
ク
ト

P.42P.83～P.85P.46、

P.55～P.67

P.68～P.77

P.64～P.66

P.66

P.50～P.54、
P.78～P.82

P.28

P.44P.43

資産効率の向上

株主還元

ＢＳ改善

P.28P.20、

LIFE SELECTの
展開

ECの強化推進

PB＋SPA商品の
開発

各セグメント
事業拡大

「稼ぐ力」の強化

P.34P.30、

P.32

P.28

P.28
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LIFE SELECTへの集約で在庫・物流・
人材などの資産効率向上と高収益モデルの実現

デンキ・住建・金融・環境の
連携がもたらす長期的な購買

パワフルパートナーとの大型出店で、
超広範囲な商圏と顧客基盤の獲得

2028年3月期目標
2030年3月期目標　

PBR1.0倍超

積極的な情報開示
投資家との対話強化

住建

金融

環境

その他

デンキ

ROEロジックツリー
PBR向上に向けた基本方針

売上高

2.2兆円、

経常利益

1,000億円、

経常利益率

4.5%、
ROE

8.5%

在庫回転率改善
資産効率の向上

配当性向40%・自己株取得
株主還元

バランスシートの改善

「くらしまるごと」戦略の好循環が生み出す競争優位性　  ヤマダ経済圏へ

大型店舗の出店による
圧倒的な顧客基盤の構築

7

パワフルパートナーとの
大型店舗の出店

1

イオンなど大型商業施設を持つ異業種パート
ナーとの共同店舗開発により、単独では難し
い好立地の確保が実現。出店コストの低減
と相互送客での集客力向上で協力関係を構
築し、全国展開を加速させています。

顧客生涯価値
（LTV）の上昇

6

家電購入をきっかけに、住宅、リフォーム、家具・
インテリア、金融サービスまで、お客様のライフ
ステージに応じた提案が可能。長期的な関係
構築により、一人のお客様から得られる生涯価
値を最大化する独自のビジネスモデル。

2030年3月期に向けて全国80店舗体制を
目指すLIFE SELECTを中核に、各地域にヤ
マダの商圏を確立。それらが全国規模で連
携することで「ヤマダ経済圏」を形成し、世代
をまたぐ顧客の獲得へとつなげます。

デジタルアプリ
会員への誘導

8

デジタルアプリ会員の推進をしており、こ
の顧客基盤を活かして住宅・リフォームな
どのクロスセル売上を拡大。ポイントの相
互利用や販促施策の統合によってグルー
プ間の顧客誘導を強化しています。

在庫・物流・人員リソース
効率化と資産効率の向上

2

LIFE SELECTへの集約と不採算店の統廃
合により、在庫・物流・人材などの経営資源
を効率的に配置。店舗当たりの売上・利
益向上と固定費削減を同時に実現し、収
益性を高めています。

さらなる
広域商圏からの集客力

3

従来の家電量販店が25万人圏内の商圏を
対象としていたのに対し、LIFE SELECTは
人口50万人規模の広域商圏を対象に出店。
既存店と比べて購入単価、購入点数、購入
粗利額の向上を実現しています。

4

「くらしまるごと」をコンセプトとした3,000～
4,000坪クラスの大型店舗では家電、家具・
インテリア、玩具、リフォーム、不動産窓口ま
で揃え、住宅展示場も隣接。三世代で楽し
める体験・体感型の店舗を展開しています。

セールスエンジニア、
社員の接客力と生産性の向上

5

家電のプロフェッショナルとして蓄積した顧
客ニーズの理解と専門知識を活かし、最適な
提案を行うセールスエンジニアを育成。「創
造と挑戦」「感謝と信頼」という創業からの理
念が、お客様からの信頼獲得の源泉です。

地域と世代を超えて
家族に寄り添う
　　　　　　　  の魅力

サーキュラーエコノミー
人的資本経営の推進

積極的な情報開示
投資家との対話強化

グループガバナンスの
高度化

株
主
資
本

コ
ス
ト
の
低
減

IR活動 サステナビリティ ガバナンス強化

「くらしまるごと」戦略のビジネスモデルと強み 家電販売から住まい、金融、環境までを網羅する「くらしまるごと」戦略。この独自のビジネスモデルが
ヤマダホールディングスの競争優位性を築き、持続的な成長を可能にしています。

PER向上

PBRPBR
1.01.0倍超へ倍超へ

中期経営計画2026/3～2030/3における取り組み

R
O
E
向
上

5年間で44店舗の新規出店
⇒2,800億円増収・利益拡大

LIFE SELECTの展開

リアル店舗との融合・OMO深化
ECの強化推進

売上総利益率1pt超UP
（ヤマダデンキにおいて）

PB＋SPA商品の開発

グループシナジーの発揮・拡大

各セグメント事業拡大

「稼ぐ力」の強化
売上高
純利益率

総資産
回転率

財務
レバレッジ

ROE 3要素分解

2026年3月期実績

PBR  0.54倍

PER  11倍～
※在庫処分の影響を
　控除して算出

株主資本コスト

7.0%程度
※資本資産価値モデル
（CAPM）により算出

売上高純利益率

0.9%
※在庫処分の影響を除く
　場合は約1.8 ％

総資産回転率

1.2回
財務レバレッジ

2.0倍

ROE  2.3%
※在庫処分の影響を
　除く場合は約4.7％

PBR
1.0倍超へ

「くらしまるごと」戦略×生成AI
顧客基盤活用でグループシナジー最大化

資産売却、成長分野への積極投資

データ活用×CX（企業変革） 資産ポートフォリオの再編

　当社グループは、PBR1.0倍超の早期達成を目指し、
経営改革を進めます。
　ROEの3要素（売上高純利益率、総資産回転率、財
務レバレッジ）の改善に向け、まず「稼ぐ力」の強化に注
力します。LIFE SELECT 展開による2,800 億円の売
上・利益増と、PB＋SPA商品強化による売上総利益率
1pt超アップに取り組み、4セグメントのシナジー発揮、
ECとリアル店舗の融合深化により、利益拡大を実現し
ます。同時に、在庫回転率改善と配当性向40％など

の株主還元によりバランスシートを改善することで、最
大の課題である総資産回転率を改善します。
　さらに、約 1,300 億円のノンコア・低収益資産売却
でキャッシュを創出し、成長投資（LIFE SELECT開発加
速、戦略的M&A）などへ戦略的に再配分し、資産ポー
トフォリオ再編を加速します。資産効率重視の経営へ
転換を果たし、投資家、市場の評価を得て、PERの向上
へとつなげます。これらによりPBR1.0倍超を成し遂げ
ます。
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「LIFE SELECT」店舗の収益性比較※

（すべてTecc. Land比）

1.4倍

1.4倍

1.5倍

1.5倍

1人当たり
購入単価

1人当たり
購入粗利額

1人当たり
購入点数

坪売上効率

全国12業態928店舗の多彩な店舗網で、地域特性や顧
客ニーズに最適な販売チャネルを展開。「LIFE SELECT」
を中核に、都市型の「LABI」、家電に特化した郊外型の

「Tecc. Land」、EC注文品の出荷拠点「web.com」な
ど、各店舗フォーマットがエリア内で相互補完し合う戦略
を推進しています。

圧倒的な会員基盤を活用し、店舗とECをシームレスに
融合。顧客データの統合分析と提案で、顧客生涯価値

（LTV）の最大化を図ります。リアルとデジタルの両面
から「ヤマダ経済圏」の拡大と深化を推進しています。

東南アジアにおいて海外展開を加速し、2030
年3月期までに家電直営店舗を90店舗に拡大
する計画。日本で培った「くらしまるごと」のノウ
ハウを各国の文化や商慣習に合わせてローカ
ライズし、ヤマダブランドの浸透を図ります。

「LIFE SELECT」の狙いは店舗数拡大だけでなく、エリア
での商圏シェアを高めることです。目標は出店エリア内

（半径15km・人口50万人）のヤマダデンキ店舗のシェ
ア合計50％。現状の平均約25％を大きく上回り、地域
一番店の地位を確立します。

イオンをはじめとしたスーパー、ビバホームなどのホーム
センターなど大型商業施設を展開するパワフルパートナー
との協業により、効率的な出店と高い集客力を実現してい
ます。互いの顧客を送客し合い双方の商圏拡大に貢献。

「くらしまるごと」の複合提案が可能な「LIFE SELECT」
は、家族全体の来店動機を創出し、従来よりも広範囲か
らお客様を集客。従来の家電量販店の商圏25万人か
ら50万人へと拡大。商圏半径も10kmから15kmへ
と延伸しています。

LIFE SELECT
家電を中心にした「くらしまるごと」の商品とサービスを提供 41 店

LABI
都市型家電専門店 11 店

YAMADA web.com
家電専門店・EC注文品の出荷拠点 28 店

Tecc. Land
郊外型家電専門店 541 店

家電住まいる館
家電とリフォームの販売サービスを中心とした郊外店 11 店

アウトレット・リユース店
旧品・リユース製品取り扱い店 41 店

インショップ型店
ショッピングモールなどの商業施設で展開する店舗 24 店

Tecc. Land（小商圏）
商圏人口の少ない特性に合わせた店舗 78 店

地域密着型
ベスト電器などの地域密着型家電専門店 131 店

PC専門店
TSUKUMOオリジナルPCを中心としたPC販売店 6 店

家具専門店
大塚家具 14 店

ドラッグ専門店
ドラッグストア キムラヤ 2 店

家電、家具・インテリア、玩具、住宅展示場まで体感で
きる「LIFE SELECT」。現在の41店舗から2030年
3月期までに80店舗へと倍増させる計画です。地域
の生活インフラとして全国各地にヤマダの強みを集約
した拠点を展開します。

928店

国内家電直営店舗数

7,817店
国内FC・VC店舗数

347カ所
国内住宅展示場数

大型新業態
「LIFE SELECT」出店数

店舗フォーマットの多層展開

店舗×ECによる「ヤマダ経済圏」化

海外ネットワークの拡大

「くらしまるごと」戦略
2030年3月期計画

2026年3月期

●LIFE SELECT

「LIFE SELECT」における
協力関係にある大型商業施設の数

商圏特性に合わせた

会員
基盤

東南アジアの家電直営店舗
2030年3月期目標

マレーシア 8店

シンガポール 12店

インドネシア 9店

デジタル
アプリ会員

2030年3月期計画
41店舗　80店舗

3,000～4,000坪の店舗で50万人商圏

シェア目標 50％以上 3社13店舗

12業態 928店舗

約6,000万件

90
店舗

3,125万人

半径15kmへと商圏延伸
25万人　50万人

数字で読み解くヤマダ経済圏

ヤマダホールディングスが構想する「ヤマダ経済圏」。
グループの強みと未来を定量的に解き明かします。

個人から世帯による商圏の拡張

「LIFE SELECT」を中心とした
商圏内のシェア目標

商圏協力関係にある大型商業施設
（パワフルパートナー）の数

YAMADA web.comTecc. Land

LABI

LIFE SELECT

地域密着店 ベスト電器

売上高

2.2兆円

経常利益率

4.5%

個人から
世帯へ

※デジタルアプリ会員購入データ比較
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14,778

当社グループは、創業以来培ってきた経営資本を価値創造の源泉とし、

「くらしまるごと」戦略の推進をはじめ、環境セグメントによる、環境負荷低減と収益を両立する、

グループ内完結型の独自の資源循環システムの構築を進めています。

ここでは財務資本、製造資本、人的資本、社会関係資本、自然資本の主要な実績をお示しします。

企業価値を向上させる
主要な経営資本

財務資本

デジタルアプリ会員数 （単位：万人）

（単位：千 t-CO₂） （単位：％）
スコープ1,2

排出量

電力使用量全体に占める
再生可能エネルギー比率

スコープ1,2排出量 電力使用量全体に占める再生可能エネルギー比率

社会関係資本 自然資本

2,048
2,251

2,499
2,769

3,125

53
53 48 36

263
231 231 235

181

2.03 2.15
3.74 3.92

21.49
316

284 279 271
217

売上高 営業利益1,691,808百万円
16,166百万円1,619,379 1,600,586 1,592,009 1,629,069 1,691,808 65,703

44,066 41,489 42,821

16,166

（単位：百万円） （単位：百万円）

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期 2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期 2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

〈集計範囲〉2022年3月期～2024年3月期：連結・非連結
2025年3月期～2026年3月期：連結

3,125万人

デジタルアプリ会員数は年々増加しており、2026年3月期では、3,125万人と
なりました。今後も効果的な店舗開発や魅力的な商品の開発などを進め、ヤマ
ダ経済圏を構築していくことで、さらなるファンの獲得に努めていきます。

217千 t-CO²

21.49%

スコープ1,2は2026年3月期では、全体で前年比19.9％の減少。再生可能エ
ネルギー比率も21.49％​と前年比増となりました。また、2021年3月期を基準
に2031年3月期に42％削減の目標に対しては、2026年3月期は30.8％の削
減となりました。引き続き、削減目標達成に向けて取り組みを進めていきます。

セールスエンジニア 女性管理職人数 女性管理職比率

人的資本

337

452 483
526 526

193 194 198
217

250

4.0 3.6 3.6 4.1 4.5

（単位：名） （単位：名） （単位：％）

■ 女性管理職人数　  女性管理職比率

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期 2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

526 名

2026年3月期時点で526名のセールスエンジニアが活躍しております。採用の強
化や配置転換によって増加傾向にあります。セールスエンジニアは、家電や家具・イ
ンテリア、リフォームを含めて販売から配送設置・工事、アフターサービスまでお客様
のニーズに合わせた提案をし、お客様の暮らしをより快適にすることに努めています。

女性管理職人数250名　女性管理職比率4.5%

2026年3月期は、前年比で女性管理職人数・比率ともに微増となりました。
2031年3月期までに女性管理職比率10％以上を目標として、さまざまな取り
組みを推進しています。

電力使用量全体に占める
再生可能エネルギー比率

スコープ2スコープ1

　売上面ではLIFE SELECT店舗開発の進捗および EC、PB＋SPA商品の貢
献、住建セグメントにおける年度末にかけての売上の伸長などにより好調に推
移しました。利益面では約240億円規模の戦略的在庫処分を実施したほか、ポ
イント施策の強化に伴う先行的な利益負担や店舗統廃合の過程による一部大
型店舗の退店などにより減益となりました。
　今期はLIFE SELECTの出店加速やPB＋SPA商品の積極的開発、「くらしま
るごと」の価値提案体制の強化などにより、売上高１兆7,800 億円、営業利益
515億円を計画しております。

経常利益 （単位：百万円）

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期 2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

74,136

50,064 47,037 48,045

20,002

20,002 百万円

親会社株主に帰属する当期純利益

50,555

31,824

24,055
26,912

（単位：百万円）

14,778百万円

ROE／ROIC

株価推移

ROE　　　ROIC

5.4

3.5
2.9 2.9

0.8

7.9

5.0

3.9
4.3

2.3

（単位：％）

（単位：円）

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

2022年3月末 2024年3月末2023年3月末 2025年3月末 2026 年3月末

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

ROE 2.3%

ROIC 0.8%

自己資本比率

51.6

380.0

47.6

456.0

47.8

441.2

48.1

430.7

48.6 

524.1

（単位：％）

48.6%

524.1円

ヤマダデンキでは、2030年3月期までにPB+SPA商品売上高3,400億円超を
目標として、当社グループの強みを活かした商品の開発を進めています。今後も
お客様の暮らしに寄り添ったヤマダにしかできないPB+SPA商品の拡充に注力
していきます。

2,922,990㎡ 

928 店

国内家電直営店売場面積 国内家電直営店店舗数

国内家電直営店
売場面積

国内家電直営店
店舗数

（単位：店）（単位：㎡） SPA商品委託製造会社

製造資本

995 1,000
975

949 928 

2,703,306 2,803,593 2,848,200 2,872,818 2,922,990 3937
43

50 51

（単位：社）

2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期 2022年3月期 2024年3月期2023年3月期 2025年3月期 2026 年3月期

LIFE SELECT店舗の拡大に伴う近隣店舗のスクラップ・アンド・ビルドや不採算
店の閉店で店舗開発の最適化を図っており、店舗数は減少傾向にありますが、売
場面積に関しては、年々増加しています。

51社
売場面積  店舗数

36
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